
  

 

 

 

 

第 １ 章  高 岡 市 の 概 要 

 

 

 

 



１．　高岡市のあらまし

　　　　*地図上の数字は、町村合併による高岡市への編入年次

　面　積　  209.57k㎡

　世　帯　  68,925世帯

　人　口　  169,530人

　　男         82,159人（うち外国人住民1,971人）

　　女         87,371人（うち外国人住民1,741人）

（令和２年３月末現在）

　 高岡市は、豊かな自然に恵まれ長い歴史の中で培われた薫り高い文化と伝統、多彩な産業が息づく

富山県西部の中心的な都市です。歴史は極めて古く、越中文化発祥の地として、市内北部に位置する

伏木には越中国の国府が置かれました。慶長14年（1609年）には、加賀前田家二代当主前田利長が高

岡城を築き、産業を奨励した事により現在の商工都市としての基礎が築かれ「ものづくりのまち」として発

展してきました。

　近年では、北陸新幹線の開業により、関東圏との交通アクセスは飛躍的に向上し、交流人口も増加傾

向にあります。富山県西部地域の拠点として、また飛越能の玄関口として都市基盤の整備が進められて

おり、さらなる発展が期待されています。

もが住みたいまち、行きたいまち」づくりを進めてまいります。

　この飛躍の時を迎え、本市の福祉行政においても、医療と福祉が充実した安心して暮らせるまちづくり

を目指し、先人から受け継いだ貴重な財産を活かしながら、近隣地域との連携・市民との協働により「誰
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２．福祉保健部の機構及び事務分掌（令和2年4月1日現在）

      ：社会福祉事務所
民 生 ・ 総 務 係 予算、決算、地域福祉計画の管理、災害見舞金支給事業、

高岡まこと銀行、一般庶務、福祉のまちづくり推進事業、
社会福祉協議会との連絡調整、社会を明るくする運動に関すること、
民生委員児童委員協議会、保護司会、日本赤十字社、
戦没者遺族等の援護、戦傷病没者援護、避難行動要支援者名簿
作成管理、富山県高岡看護専門学校修学資金

保 護 係 生活保護相談、被保護者更生指導、生活保護現業事務
法外援護、行旅病人（死亡）、生活困窮相談

身体障がい者(児)、知的障がい者(児)、精神障がい者等の福祉と
障 害 福 祉 係 自立支援、重度心身障害者等医療費助成、

特別障害者手当等、障がい者の権利擁護の推進

地域福祉活動の推進、在宅福祉サービスの推進、
ボランティア活動の推進、日常生活自立支援事業、
共同募金、生活福祉資金の貸付、
福祉施設の管理運営事業
　万葉社会福祉センター・東部老人福祉センター
　ボランティアセンター・福岡社会福祉センター
　ふれあい福祉センター

総 務 係

入 園 ・ 給 付 係

 子育て支援係

教育・保育施設

予算、決算、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の管理、
介護保険制度の広報・啓発、介護保険施設・高齢者福祉施設
の整備、地域密着型ｻｰﾋﾞｽ事業所及び居宅介護支援事業所の
指定・指導監督、介護保険運営協議会、地域密着型ｻｰﾋﾞｽ運営
委員会、介護予防・日常生活支援総合事業、在宅福祉サービス、
生きがいと健康づくり事業

資格・給付係 資格記録・受給者管理、保険料の賦課・徴収、保険給付管理
高額介護サービス費、第三者行為求償業務、償還支払業務
高額医療合算介護サービス費、負担限度額認定事務、
社会福祉法人等利用者負担軽減事務

認 定 審 査 係 要介護認定事務、介護相談員派遣事業、介護ｻｰﾋﾞｽ事業者
連絡協議会、事故報告業務

高齢福祉係

保育指導、保育士等の研修、育児相談、要保護児童対策地域
協議会、子育て支援センター運営管理、保育所・認定こども園給
食指導、食育、栄養管理・衛生管理、調理員の研修

私立教育・保育施設運営、教育・保育施設入所・事務指導、社会
福祉法人運営管理、補助金交付

子ども・子育て支援事業計画、放課後児童健全育成事業、地域組
織活動育成事業、児童館・児童センター運営管理

児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、ひとり親家庭等の
生活相談・自立支援、ひとり親家庭等医療費助成、こども及び妊
産婦医療費助成、不妊治療費助成、不育症治療費助成、養育医
療給付、母子・父子家庭の相談、母子生活支援施設（広域）の入
退所、助産施設の入退所、要保護児童対策地域協議会

伏木児童館、福岡児童館、野村児童センター、戸出児童セン
ター、西部児童センター

児童発達支援施設、医療型児童発達支援施設・診療所
〔発達支援（通園部門・外来部門）　、地域支援（訪問支援・相談支
援・人材育成・発達支援ネットワーク）、外来診療（小児神経科・小
児整形外科）〕

認定こども園（市立1園）、保育園（市立13園）

福
　
　
祉
　
　
保
　
　
健
　
　
部

予算、決算、特定教育・保育施設（市立14園）の整備保全、
ファミリー・サポート・センター事業、放課後児童健全育成事業

保育・幼稚園室

児童館・児童センター

きずな子ども発達
支援センター

家庭支援係

　　（福）高岡市社会福祉協議会

社会福祉課

子ども・
子育て課

高齢介護課
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（介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業）

地域包括支援センター運営協議会

総 務 係 予算、決算、国保月報・年報、国保運営協議会、国保事業会計の運営

国  保  資  格・ 国保資格得喪事務、被保険者証の交付、

賦  課  係 国民健康保険税の賦課

国  保  給  付・ 保険給付（療養の給付・高額療養費・療養費・出産育児一時金・
健  診  係 葬祭費）、診療報酬明細書の審査、高齢受給者証の交付、

人間ドック、特定健診・特定保健指導、医療費適正化事業、
健康づくり推進事業

後 期 高 齢 者
医療・年金係

予算、決算、救急医療、感染症啓発予防、保健センター施設管理

総 務 係 環境保健衛生協会、高岡地区救急医療対策協議会、
在宅当番医、公的病院の輪番、医師会等との連絡
急患医療センター施設管理

「健康たかおか輝きﾌﾟﾗﾝ」(第２次）の推進、健康づくり推進協議会

健康づくり係 健康増進事業（健康教育）、市民健康ﾌｫｰﾗﾑ、
地域ぐるみで取り組む健康づくり事業、ﾍﾙｽﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成事業、

ﾍﾙｽﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協議会・健康づくり推進懇話会への活動支援

母子健康手帳の交付、利用者支援事業
妊産婦・妊婦歯科・乳幼児の各健康診査、パパとママの育児講座

母 子 保 健 ・ 妊産婦・乳幼児訪問指導、乳児家庭全戸訪問事業
予 防 接 種 係 未熟児訪問指導事業、未熟児発達相談事業

養育支援訪問事業、幼児保健相談、母子保健相談・教育事業

産後ケア、産前・産後サポート事業、フッ素塗布事業

予防接種事業、母子保健推進員協議会活動への活動支援

がん検診、結核健康診断、肝炎ウイルス検診、
成人保健係 歯周病検診、医療保険未加入者の健康診査、

健康相談、心の健康相談、訪問指導、特定保健指導

栄養改善事業、食生活改善推進員養成事業、
食生活改善推進員育成事業、食生活改善推進員活動の支援

母子・成人・高齢者への栄養指導と食育推進

牧 野 老 人 福 祉 セ ン タ ー

西 部 老 人 福 祉 セ ン タ ー

東 部 老 人 福 祉 セ ン タ ー

食生活改善係

後期高齢者医療資格得喪事務、後期高齢者医療保険料収納（特
別徴収・普通徴収）事務、後期高齢者医療広域連合との連絡事
務、後期高齢者医療受付事務（被保険者証等の再発行、高額療養
費・療養費・葬祭費支給）、後期高齢者医療健康診査事務
国民年金の普及、国民年金資格得喪事務、国民年金の裁定進達
事務、国民年金保険料免除申請事務、年金事務所との協力連携
事務、老齢福祉年金事務

福
　
　
祉
　
　
保
　
　
健
　
　
部

包括的支援事業（地域包括支援センター運営事業、地域ケア

地域包括
ケア推進係

会議推進事業、生活支援体制整備事業、認知症施策推進事業、

在宅医療・介護連携体制推進事業）介護予防・日常生活支援総合事業

（公社）シルバー人材センター

伏 木 老 人 福 祉 セ ン タ ー

保険年金課

健康増進課

高齢介護課
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３．予　 　算

（１）令和2年度　　一般会計当初予算 ‹単位：千円›

　　　《歳入》

　　　《歳出》

（２）一般会計における民生費・衛生費予算

平成30年度 令和元年度 令和2年度 30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度
一般会計 千円 千円 千円 ％ ％ ％　　　 　％ 　　　 　％ 　　　 　％
予 算 額 67,723,528 65,639,064 66,035,453 　　 　－ 　　 　－ 　　 　－ △0.8 △3.1 0.6
民 生 費
予 算 額 24,017,857 23,388,421 23,941,474 35.5 35.6 36.3 1.8 △2.6 2.4
衛 生 費
予 算 額 5,174,958 4,949,384 4,603,647 7.6 7.5 7.0 △1.5 △4.4 △7.0

  区  分
当　　　初　　　予　　　算　　額 一般会計に占める構成比 対 前 年 度 増 減 率

市税

25,528,404

38.7%

地方交付税

9,139,000

13.8%

国庫支出金

8,879,169

13.4%

市債

5,672,800

8.6%

県支出金

4,706,839

7.1%

諸収入

4,267,847

6.5%

地方消費税交付金

3,778,000

5.7%

使用料及び手数料

1,639,035

2.5%

地方譲与税

603,200

0.9%

繰入金

472,959

0.7%

分担金及び負担金

366,160

0.6%

その他

982,040

1.5%

一般会計
歳入予算
66,035,453

千円

民生費

23,941,474

36.3%

公債費

9,203,888

13.9%

土木費

8,074,047

12.2%

総務費

5,928,802

9.0%

商工費

5,330,769

8.1%

教育費

4,950,317

7.5%

衛生費

4,603,647

7.0%

消防費

2,425,851

3.7%

農林水産業費

856,081

1.3%

その他

720,577

1.1%

一般会計
歳出予算

66,035,453
千円
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　（３）令和2年度民生費予算の目的別内容
‹単位：千円›

平成30年度 令和元年度 令和2年度 30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度

千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

老 人 福 祉 3,248,804 2,804,705 2,922,348 13.5 12.0 12.2 14.1 △ 13.7 4.2

障 害 者 福 祉 3,954,875 4,141,634 4,237,783 16.5 17.7 17.7 11.9 4.7 2.3

その他の社会福祉 307,994 288,862 334,740 1.3 1.2 1.4 4.1 △ 6.2 15.9

国 民 年 金 事 務 13,002 11,858 10,936 0.1 0.1 0.0 17.4 △ 8.8 △ 7.8

児 童 福 祉 9,378,985 9,297,674 9,376,548 39.1 39.8 39.2 △ 1.6 △ 0.9 0.8

保 育 所 1,343,130 1,302,439 1,301,440 5.6 5.6 5.4 △ 11.2 △ 3.0 △ 0.1

生 活 保 護 1,485,857 1,260,993 1,278,575 6.2 5.4 5.3 △ 5.8 △ 15.1 1.4

繰 出 金 他 4,285,210 4,280,256 4,479,104 17.8 18.3 18.7 0.1 △ 0.1 4.6

計 24,017,857 23,388,421 23,941,474 100.0 100.0 100.0 1.8 △ 2.6 2.4

対前年度増減率民生費に占める構成比当    初    予    算    額
目 的 別 区 分

児童福祉 9,376,548 

39.2%

繰出金他 4,479,104 

18.7%

障害者福祉 4,237,783 

17.7%

老人福祉 2,922,348 

12.2%

保育所 1,301,440 

5.4%

生活保護 1,278,575 

5.3%

その他の社会福祉

334,740 1.4% 国民年金事務 10,936 

0.0%

民生費
当初予算

23,941,474
千円
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(4)　民生費・衛生費（保健衛生費分）予算項目別内訳

　　　・民生費総額 　23,941,474千円　　

　項　　　別 　　予　算　額 　　　　　　目　　　別　　　予　　　算　　　額

社 会 福 祉 費 7,505,806 社会福祉総務費 334,739 千円

　　(31.4％) 老人福祉費 2,922,348

心身障害者福祉費 3,731,541

心身障害者医療対策費 506,242

国民年金事務費 10,936

児 童 福 祉 費 10,677,988 児童福祉総務費 533,357

　　(44.6％) 母子福祉費 574,723

こども・妊産婦医療対策費 595,266

児童措置費 7,244,945

保育所費 1,301,440

医療型児童発達支援センター費 333,378

認定こども園費 94,879

生 活 保 護 費 1,278,575 生活保護総務費 71,075

　　(5.3％) 扶助費 1,207,500

災 害 救 助 費 1 災害救助費 1

繰 出 金 4,479,104 国民健康保険事業会計繰出金 1,170,412

　　(18.7％) 介護保険事業会計繰出金 2,761,631

後期高齢者医療事業会計繰出金 547,061

　　　・衛生費総額　4,603,647千円（保健衛生費、環境衛生費、清掃費、衛生企業費）

　項　　　別 　　予　算　額 　　　　　　目　　　別　　　予　　　算　　　額

保 健 衛 生 費 1,420,893 保健衛生総務費 141,432 千円

　　(28.7％) 予防費 451,175

健康増進対策費 330,252

母子保健対策費 158,717

救急医療対策費 339,273

防疫救治費 44

(5)　令和2年度特別会計予算

　○国民健康保険事業会計 　 15,138,809千円

　○介護保険事業会計　　　　　18,777,875千円

　○後期高齢者医療事業会計   2,557,308千円
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